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【論　　文】

生活課題を抱える保護者への支援と保育所等内の組織的対応
―具体的な役割項目の抽出と職階等による分析から―

中谷奈津子１）　鶴　宏史２）　関川　芳孝３）

１）神戸大学　　　　　　　　　　　　　　　

２）武庫川女子大学　　　　　　　　　　　　

３）大阪府立大学人間社会システム科学研究科

要　　旨

　本研究では、生活課題を抱える保護者への支援を行うにあたって、保育所等組織内において実施す

ることが求められる具体的役割を抽出し、さらに組織内の職階や配置によってこれら役割遂行に異な

る傾向はないのかを確認する。第１次調査として、大阪府内の私立認可保育所等24園の園長及び保育

士を対象にアンケート調査を行い、保護者支援における具体的役割項目を抽出した。第２次調査とし

て、大阪府内649か所の私立認可保育所等にアンケート調査を行った。調査の結果、園長は「相談体

制の整備」「情報の集約と共有」「事前評価」「支援計画の作成」「具体的な保護者支援の展開」「支援

計画の評価改善」において実施する得点が高く、主任は、「日常的な観察」「意図的な情報収集」「経

過観察・見守り」を行う傾向にあった。また担任は「保護者との関係構築」「子どもの保育を通して

の支援」の実施得点が高い傾向にあった。しかし、今回の分析では、役割遂行の「重なり」が多くみ

られ、保護者支援に関する役割を緩やかに「みんなで担っている」現状にあり、「誰が中心となって

担うか」という主軸となる者の傾向が浮き彫りにされたといえる。

キーワード：保護者支援、生活課題、保育所、組織的対応、役割項目

１．はじめに
　本研究で取り上げる生活課題とは、子どものしつけや育児不安、児童虐待に関するものだけでなく、経済的

困難、介護、障害、不登校、ひきこもり、夫婦関係、DVなど、家庭内で起こり得る様々な困難を指す。近年、

生活困窮家庭や稼働年齢層の生活保護受給者が増加し１）、DVや不登校、高齢者の介護にかかわる問題も深刻

化している。７人に１人の子どもが貧困状態にあり２）、特に子どもが低年齢であるほど貧困率が高いとの指摘

もある３）。こうした生活を取り巻く困難の顕在化は、生活課題を「自己責任」として個人や各家庭に押し付け

ることの限界を如実に映し出したものであり、社会構造自体の再構築とともに、国民の生活を重層的に支える

セーフティネットの構築を迫るものといえる。目の前の、あるいは潜在的な生活課題を、問題が深刻化する前

に早期に発見、対応し、必要な支援につなげていく新たな社会的役割の構築が喫緊の課題といえる。

　その役割を果たす有用な社会資源のひとつとして、保育所や認定こども園（以下、「保育所等」とする）が

あげられる。保育所等は子どもと保護者が日々通い、保育者とコミュニケーションを交わすところであり、信

頼関係に基づいた日常の観察、声かけ、寄り添い、見守りが可能な社会資源である。さらに保育や送迎時の様
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子から、保護者や子どもの小さな変化、危機的状況を察知しやすい特性を持つ。2017年の保育所保育指針改定

では、子育て支援に関して留意すべき事項として、地域の関係機関との連携及び協働を図り、保育所全体の体

制構築に努めることが記されるようになった４）。

　保育所における生活課題を抱える保護者支援に関する文献レビューによると、保育所では既に虐待や育児不

安、子どもの障害等の子育てに関するものに加え、親の精神疾患、低い養育能力、親の病気やけがなど、家庭

の生活・子育て基盤を揺るがすさまざまな生活課題に対応していることが浮き彫りになっている５）。一方で多

くの生活課題への対応は、保育士一人の力ではどうしようもなく、保育所としての組織的な対応が必要とされ

ている６）７）。文献レビューからみた具体的な取り組みについては、園長、主任、担任、看護師等による役割分

担、情報共有、方針の決定などが指摘されつつあり８）、特に担任保育士などのワーカーによるケアワークと園

長によるソーシャルワーク支援の連続性の確保が重要と指摘するものもある９）。しかしそれらの研究は提言論

文や特定の園における事例研究であるなど、一般化できる実証研究として明確にされているとは言い難い。組

織的対応が必要であると提示されてはいても、生活課題を抱える保護者への支援のために、保育所等ではどの

ような役割が実施され、組織内の誰がどのような役割を担っているのか等については、あいまいなままである。

　よって本論では、生活課題を抱える保護者への支援を行うにあたって、保育所等組織内において実施するこ

とが求められる具体的役割を抽出し、さらに組織内の職階や配置（以下、「職階等」と表記する）によって役

割遂行に異なる傾向はないのかを確認することを目的とする。生活課題を抱える保護者支援の具体的役割を抽

出することを通して、保育所等における保護者支援の一つ一つの行為を保育者自身が意図的に行うことが可能

となり、支援の質を高めることにつながる。また、組織内の役割遂行の傾向を把握することにより、保護者支

援の組織的体制の現状と課題が明確となり、今後のよりよい組織体制の構築に向けた考察ができると考える。

２．調査の概要
　本論では、大阪府内の私立認可保育所・認定こども園を対象に実施した二つの調査をもとに生活課題を抱え

る保護者支援について検討する。

（１）大阪府内の私立認可保育所等を対象とする理由

　大阪府では、一人ひとりの子どもが健やかに成長できる地域社会の実現に寄与するため、保育所・認定こど

も園に「地域貢献支援員（通称・スマイルサポーター：以下、通称記載）」を配置している。スマイルサポー	

ターとは、主として地域の子育て家庭への育児その他生活課題についての相談を行い、関係機関と連携し、課

題解決に向けて、必要な支援を行うものとされる。大阪府社会福祉協議会保育部会が主催する一定の研修受講

を経て府から認定証を交付される仕組みとなっており、現在1,953名の認定者がいる。子育て以外の生活課題

をも保護者支援の対象ととらえる大阪府内で調査を行うことにより、各家庭の生活課題を早期に発見し、早期

に対応するための保育所等における具体的役割がより明確に抽出され、量的調査を実施する意義も認められる

と思われた。

（２）第１次調査：生活課題を抱える保護者支援に関する具体的役割項目の抽出

　大阪府社会福祉協議会主催の研修会「地域貢献支援員（スマイルサポーター）養成研修」を受講し、スマイ

ルサポーターとして勤務している保育士が４名以上いる、大阪府内の私立認可保育所等24園の園長及び保育士

120名を対象に郵送法によるアンケート調査を行った。スマイルサポーターが４名以上いる保育所等を調査対

象とした理由は、生活課題を抱える保護者支援に関する具体的役割項目を抽出するうえで、保護者支援に対し
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て、意識的、積極的に、かつ組織的に取り組んでいる実践からの意見が得られると考えたためである。大阪府

社会福祉協議会の協力を得て、対象となる保育所等を抽出した。調査期間は平成26年２月。各園職階等が異な

る５名（園長、主任、スマイルサポーター、担任、フリー）に回答を求めるものとした注１。回収は21園96票、

回収率は80.0％であった。

　調査項目は、各家庭の生活困難（家庭の維持・継続を難しくするような困難）に対応するために、園内でど

のような役割分担が必要かについて、職階等を示した上で自由記述による回答を求めた。

（３）第２次調査：職階等による役割遂行の把握

　大阪府社会福祉協議会の協力を得て、大阪府内649か所の私立認可保育所、認定こども園に郵送によるアン

ケート調査を行った。園ごとに調査票を５部送付し、表紙には、園長用、主任用、担任用、地域担当用、非常

勤用と記載し注１、該当の保育士等に回答を求めた。配布は3,245票（649か所×５部）、回収は1,271票、回収率

は39.2％であった（表１）。

　本論で取り上げる調査項目は、属性、園の概要（園長のみへの質問）、役割項目の重視度と実施状況（５段

階評価）である。

３．結果
（１）第１次調査

①分析方法

　各職階等に必要と考えられた具体的役割についての記述データを、意味

のまとまりごとに分割し、通し番号を付して記録単位とした。1,011の記

録単位が抽出された。

　分類するにあたり、保育相談支援の展開過程を参考に10）、①支援の前提、

②支援の開始、③情報収集・交換、④事前評価、⑤支援計画の作成、⑥支

援の実施、⑦経過観察、⑧事後評価、⑨終結、⑩職員間の連携、の分類軸

を設定した。

　内容分析の手法により10項目に分類された役割項目を、「行為」の類似性に基づき、各項目内で集約し、類

型ごとに表札を付した。すべての表札と下位の記録単位を総覧し、表札と記録単位の整合性を確認した。さら

に表札の抽象度が同程度の水準となるまで項目の用語を精査し、具体的役割を99項目作成した（表２参照）。

②具体的役割項目の精査

　抽出された具体的役割項目について、積極的に保護者支援を実施する保育所等の園長及び主任１名ずつに意

見を求めた。さらに、筆者らによる検討によって、具体的役割項目をさらに精査した。特に「職員間の連携」

に関する項目群は、保護者支援の前提となるものであり質的に異なるものであるとの意見から、保護者支援の

役割項目からは削除した。また第1次調査の結果からは抽出されなかったが、実施することが期待される役割

項目を挿入した（例えば「改善」や「終結」に関する項目など）。さらに実践者にわかりやすいように平易な

表現に努め、具体的な役割項目の精査を行った（表３参照）。その結果、生活課題を抱える保護者支援につい

ての具体的役割項目は79項目となった。

表１　第２次調査回答者の内訳

職階等 回収票

園長 273

主任 276

担任 258

地域 223

非常勤 241

合計 1,271



−46−

社会問題研究・第67巻（2018年２月）

（２）第２次調査

①属性

１）保育所等の概要

　調査の対象となった保育所等は、保育所が69.1％、幼保連携型認定こども園が29.8％であった。社会福祉法

人が運営するものが96.0％と最も多く、学校法人2.6％、宗教法人1.1％であった。住宅地域の中に存在する保

育所等が83.8％であり、商業地域6.5％、農業地域4.4％、工業地域2.9％であった。地域における支援を必要と

する保護者の割合について尋ねたところ、「とても多いと思う」11.4％、「やや多いと思う」が50.7％、「あまり

多いとは思わない」36.4％、「全く多いとは思わない」0.0％という結果であった。

表２　生活課題を抱える保護者支援における保育所等内の具体的役割（第１次調査より）
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２）保育士等の属性

　女性89.0％、男性9.5％と圧倒的に女性からの回答が多い。保育士等の平均年齢は、園長55.5歳、主任45.2歳、

担任35.6歳、地域担当42.4歳、非常勤42.6歳であり、保育経験の平均年数は園長22.4年、主任20.5年、担任12.9年、

地域担当16.6年、非常勤13.3年であった。本結果は、経験豊かな保育士等からの回答であることがうかがえる。

②保護者支援における具体的役割の実施状況と重視度

　役割項目の重視度と実施状況の平均値を算出した（図１）。重視度については、ほとんどの項目で４点以上の

高得点となり、どの項目においても重視度が実施状況を上回る結果となった。重視度と実施状況で平均値の高

い項目（4.5以上）は、子どもの観察や把握、保護者への声かけ・挨拶や会話、保育を通した子どもへの支援で	

あった。平均値の低い項目は（重視度4.0、実施状況3.3以下）地域からの相談を受ける、保護者支援の目標の設	

定、支援計画の策定、職員の役割分担の調整、支援への評価・改善に関するものであった。

表３　生活課題を抱える保護者支援における保育所等内の具体的役割（精査版）



−48−

社会問題研究・第67巻（2018年２月）

図
１
　
保
護
者
支
援
の
項
目
に
つ
い
て
「
重
視
し
て
い
る
」「
行
っ
て
い
る
」
平
均
値



−49−

生活課題を抱える保護者への支援と保育所等内の組織的対応（中谷）社会問題研究・第67巻（2018年２月）

表４　役割項目の因子分析（重視度：重みなし最小二乗法、プロマックス回転）
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③職階による重視度、実施状況の比較

１）生活課題を抱える保護者支援における具体的役割項目の因子分析（表４、５）

　重視度の得点を採用し具体的役割項目についての因子分析を行った（重みなし最小二乗法、プロマックス回

転）。その結果、固有値1.0以上の因子が11抽出され、それぞれの因子を「相談体制の整備」「日常的な観察」「保

護者との関係構築」「意図的な情報収集」「情報の集約と共有」「事前評価」「支援計画の作成」「具体的な保護

者支援の展開」「子どもの保育を通しての支援」「支援計画の評価・改善」「経過観察・見守り」と命名した。

表５　因子相関行列

２）職階ごとの各因子の平均値の比較（重視度）（表６）

　各因子の下位項目を合計し項目数で除したものを下位尺度得点とし、これを従属変数、非常勤をのぞく職階

等を独立変数として一元配置の分散分析を行った注２。その結果、各職階等において重視する具体的役割項目

に傾向があることが示された。園長は「相談体制の整備」「事前評価」「支援計画の作成」などの得点が高く、

主任は「日常的な観察」「意図的な情報収集」「情報の集約と共有」「子どもの保育を通しての支援」で、担任

は「保護者との関係構築」で得点が高いことが明らかになった。非常勤は、どの項目も高い得点は得られなかっ

た。

表６　生活課題を抱える保護者支援における具体的役割（重視度：職階等ごとの比較）

３）職階ごとの各因子の平均値の比較（実施状況）（表７）

　重視度と実施状況の比較が可能となることから、重視度に関する因子分析から得られた因子を用いて、実施

状況に関する下位尺度得点を算出した。実施状況の因子別得点を従属変数、非常勤をのぞく職階等を独立変数
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として一元配置の分散分析を行った注３。職階等で実施する具体的役割項目に傾向があることが示された。園

長は、「相談体制の整備」「情報の集約と共有」「事前評価」「支援計画の作成」「具体的な保護者支援の展開」	

「支援計画の評価改善」において実施する得点が高く、主任は、「日常的な観察」「意図的な情報収集」「経過観

察・見守り」を行う傾向にあった。また担任は「保護者との関係構築」「子どもの保育を通しての支援」を実

施する平均得点が高い傾向にあった。地域、非常勤については、特に高い得点はみられなかった。

表７　生活課題を抱える保護者支援における具体的役割（実施状況：職階等ごとの比較）

４．考察
（１）多岐にわたる具体的役割項目：保育所等特有の支援として

　具体的役割項目として多岐にわたる項目が抽出された。そこには生活課題が発見される前からの個別対応の

前提となる関わりや環境づくり、意図的な情報収集、終結後の経過観察といったものも含まれている。生活課

題に対して積極的に支援しようとする保育現場では、個別支援のみが単独で必要と考えられているのではなく、

生活課題を発見しやすい関係づくりや困りごとが聞かれたときに迅速に対応できるような環境整備も視野に入

れられているといえる。これらは生活課題の早期発見や早期対応における「基盤」や「土壌」となるものであ

る。直接援助としての「具体的な保護者支援の展開」に至るまでには、問題が発見される前からの日常的な保

護者との関係構築に加え、相談活動に耐えうる環境整備や意図的な情報収集、事前評価などの間接援助も必要

であると考えられた。

　また、柏女・橋本が指摘する保育相談支援の展開過程においては11）、「支援の開始」から「情報収集・情報交	

換」、「事前評価」というプロセスに進むとされている。本論で提示された具体的役割項目のうち、「相談体制

の整備」や「日常的な観察」、「保護者との関係構築」は、柏女・橋本のいう「支援の前提」と位置付けられる

ものと思われる。また、柏女・橋本は「情報収集・情報交換」をひとつのプロセスとして示しているが、本論

では因子分析の結果、このプロセスは「意図的な情報収集」と「情報の集約と共有」の因子に分かれることと	

なった。保育所等の組織においては、情報収集のプロセスをたどるからといって必ずしも情報集約・共有のプ

ロセスもたどるというわけではないと考えられる。つまり保育士等が意図的に情報収集することがあっても、

その情報を集約して関係者で共有することに乏しかったり、共有するメンバーが一部に固定され、関係する保

育士等には伝わらなかったりということも想定される。保育所等は組織で機能するところである。これらプロ

セスを支える要因と、それらが本当に保護者支援に有効か否かを、それぞれ検討する必要がある。
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（２）重視度と実施状況について

　今回の分析では、どの項目においても重視度が実施状況を上回る結果となった。実際に深刻な事例に直面し

ていないなどの際には、「重視はするが、実施はしていない」状況となると考えられる。

　また、重視度や実施状況の平均値の高い項目として、日常的な子どもの観察や気になる子どもの把握、保護

者への声かけ・挨拶、保護者との会話、保育を通した子どもへの支援があげられたが、これらは保護者の生活

課題に対する支援にかかわらず、保育の中では日々行われるものである。よって、これらの得点が高くなるの

は当然の結果といえる。

　一方、平均値の低い項目として、保護者支援の目標の設定、支援計画の策定、職員の役割分担の調整、支援

への評価・改善に関するものがあげられる。このことから、一般に、保育所等での保護者支援においては、保

育士等が目標の設定、計画立案、評価改善のプロセスをほとんど意識していないと同時に、専門職としての支

援を意識して実施していない可能性が考えられる。日々保護者や子ども理解に努め、困難が見られた時には何

らかの対応を行っていたとしても、それが「何のために行うのか」「どのように行うと有効か」「それは有効な

保護者支援であったか」「今後はどのような改善が考えられるか」といった意図的な支援としてとらえる保育

所等が少ない現状にあるとも考えられる。

（３）園長の具体的役割

　第２次調査を通して、大阪府全域の保育所等の実態を把握した。どの項目についても、重視度については得

点が高いことが明らかとなった。園長自身の得点群の中では、「子どもの保育を通しての支援」、「保護者との

関係構築」、「情報の集約と共有」の平均値が高く、園長自身は、意識的にこれらの役割を果たそうとしている

ものと思われた。しかし、他の職階等と比較すると、むしろ「相談体制の整備」や「事前評価」「支援計画の

作成」をより重視する傾向にあり、「具体的な保護者支援の展開」や「支援計画の評価改善」の実施得点も園

長で高い。

　このことから園長が主軸となる役割は、組織内での相談が適切に行えるように空間的環境を整備したり、職

員に必要な研修を受講させたり、自分自身が社会資源の知識を持つなど、相談体制を整えることと考えられる。

また、個別的な保護者支援が必要か否かの判断が必要となったときには、関係する保育士等からの情報を集約・

共有し、どのような課題があるのか事前評価を行い、支援計画を作成していくことも行う傾向にあると思われ

た。さらに、具体的な保護者支援の展開も園長が担うことが多いことが読み取れた。おそらく、世間話をした

り愚痴を聞いたりといった情緒的支援を超えた、他機関連携や重要な判断を必要とする深刻な事例の場合に、

園長の役割が必要とされ、実際に保護者との面談や支援にあたることが多いものと思われた。

（４）主任の具体的役割

　主任自身の得点群の中では、「日常的な観察」「情報の集約と共有」「子どもの保育を通しての支援」におい

て重視する得点が高く、他の職階等間と比較しても、それらの重視得点は高い。実施得点については「日常的

な観察」で主任が最も高く、「意図的な情報収集」、「経過観察・見守り」の実施得点も高いことがわかった。

主任として園全体の保育がうまくいっているか、職員の動きに戸惑いはないか、保護者や子どもの生活に変化

はないかなど、日々園生活全体に目を配っている様子がうかがえた。支援の必要の最終判断には園長がかかわ

るとしても、主任は「支援の必要を検討する必要があるか否か」を日常的にとらえる役割を担っているものと

思われる。また、「情報の集約と共有」「事前評価」「支援計画の作成」などの役割は、園長に次いで実施の得

点が高いことから、現場の状況を把握しながら、必要に応じて園長に状況を伝え橋渡ししていることもうかが
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える。必要な保護者支援が適切に行えるように、現場の保育士等を見守りつつ、園長をサポートしている主任

の役割傾向が浮き彫りとなった。

（５）担任の具体的役割

　担任は、「保護者との関係構築」、「子どもの保育を通しての支援」を実施する得点が最も高い。日々保育の

前面に出て、直接子どもや保護者に対応することが多い業務と、それに伴って期待される役割傾向が読み取れ

る。ただ、「保護者との関係構築」や「子どもの保育を通しての支援」などの得点については、担任だけでな

く主任の得点の高さも確認されることから、担任だけが単独で様々な判断をして保護者対応にあたるというよ

り、状況が深刻な場合や複雑化しそうな事例においては、主任等と協議し、サポートを得ながら保護者支援に

あたっているものと思われた。

（６）地域担当や非常勤の具体的役割

　今回の分析では、特に着目すべき役割を見出すことができなかった。特に非常勤の実施得点は概ね低く、他

の保育士等と一線を画すほどであった。保護者支援に対する役割の乏しい非常勤保育士が増大すれば、保育所

等における保護者支援、子育て支援に関する機能の脆弱化は免れない。昨今の非常勤保育士の増加の問題から、

非常勤保育士の役割を再検討する必要もあると考える。

５．まとめにかえて―重なりつつ有機的に機能する組織的対応の必要性
　今回の分析では、各職階等において重視得点が高く、保護者支援に関する役割を概ね重視するという保育現

場の傾向が読み取れた。実施得点についても、その平均値は「どちらでもない」（３点）を概ね上回っており、

その保育士等が「するか／しないか」といった明確な線引きのある「役割分担」のもと支援の連続性が確保さ

れているとは言い難い。むしろ、今回の分析では、役割遂行の「重なり」が多くみられ、保護者支援に関する

役割を「みんなで担ってはいる」のだけれど、「誰が中心となって担うか」という主軸となる者の傾向が浮き

彫りになったといえる。深刻な保護者支援に対応するためには、役割を相互に重ねつつ、役割の主軸が誰であ

るかが明確にされた有機的な組織的対応が必要であるとも考えられる。

　土田は、担任保育士によるケアワークと園長によるソーシャルワーク支援の連続性の確保が重要であるとす

るが12）、今回の結果は、担任はケアワーク、園長はソーシャルワークといった明確な役割分担による連続では

なく、それぞれが役割を重ねながら少しずつ役割の主軸をスライドさせ、連続性を確保しようとしている可能

性がうかがえた。ただ、今回の調査はあくまでも個々に対する量的調査であり、本当に役割が「連続している

か」は定かではない。この点については、インタビューなどから今後より明確にする必要がある。今後の課題

としたい。

注

注１．第１次調査においては、職階等を園長、主任、スマイルサポーター、担任、フリーとした。しかし保育

所等では、スマイルサポーターは、主任や担任、地域担当が兼任することが多いとの指摘から、第２次

調査では、職階等を園長、主任、担任、地域担当、非常勤とした。

注２．当初、非常勤を含めて職階等間の比較を行ったが、Ｆ値が非常に大きくなり、園長、主任、担任間の実

態を適切に反映できないと判断したため、非常勤をのぞく分析を行うこととした。

注３．注２に同じ
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Organizational supports in day-care centers for parents with difficulties in life:
The detailed roles and the tendency of performance depending  

on the staff’s positions or status in the centers
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１）Kobe	University
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Abstract

　This	study	 is	aimed	to	extract	 the	detailed	roles	 in	day-care	centers	 to	support	parents	with	

difficulties	 in	 life	and	to	clarify	whether	 the	performance	of	roles	 is	different	depending	on	the	

staff's	positions	or	status	 in	 the	centers.	At	 first,	we	questionnaired	the	24	day-care	centers	 in	

Osaka	to	extract	the	roles.	Secondly,	we	did	a	large-scale	questionnaire	in	the	649	centers	in	Osaka.	

As	a	result,	we	found	that	the	directors’	scores	were	higher	than	the	others	about	improvement	

of	consulting	systems,	gathering	and	sharing	 incidents,	assessment,	planning	to	support	parents,	

direct	supports,	and	evaluation	and	improvement	of	the	plans.	Then,	chiefs’	scores	about	watching	

children	and	parents	daily,	 collecting	 incidents	consciously,	and	 follow-up	 tended	to	be	higher,	

whereas	 the	scores	of	 teachers	 in	charge	were	higher	about	relationship-building	with	parents	

and	supports	through	care	for	children.	However,	 in	this	analysis,	there	seemed	to	be	overlap	of	

performance.	Although	many	of	the	staff	seemed	to	try	to	play	their	roles	to	support	parents,	this	

analysis	clarified	who	key	person	in	each	role	is.	

Key	Words:	Support	for	parents,	difficulties	in	life,	day-care	center,	organizational	support,	

	 detailed	roles	


